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議案第２０号 

 

   令和８年度対馬市旅客定期航路事業特別会計予算 

 

 令和８年度対馬市の旅客定期航路事業特別会計予算は、次に定めると 

ころによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ、４５，５３５千円 

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

歳入歳出予算」による。 

 

 

  令和８年２月２４日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜   
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1 1,488

1 事業収入 1,488

2 9,769

1 国庫補助金 9,769

3 2,442

1 県補助金 2,442

4 31,710

1 他会計繰入金 31,710

5 25

1 財産運用収入 25

6 100

1 繰越金 100

7 1

1 雑入 1

45,535

諸収入

歳　　入　　合　　計

事業収入

国庫支出金

県支出金

繰入金

財産収入

繰越金

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項
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1 29,933

1 総務管理費 29,933

2 9,384

1 施設費 9,384

3 6,118

1 公債費 6,118

4 100

1 予備費 100

45,535

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

総務費

施設費

公債費

予備費

歳　　出　　合　　計
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歳入歳出予算
１　総　　括

（歳　　入）

1 事業収入 1,488

2 国庫支出金 9,769

3 県支出金 2,442

4 繰入金 31,710

5 財産収入 25

6 繰越金 100

7 諸収入 1

市債 0

45,535歳　　入　　合　　計

款 本年度予算額

 千円

（歳　　出）

1 総務費 29,933 31,415

2 施設費 9,384 33,481

3 公債費 6,118 6,117

4 予備費 100 100

45,535 71,113歳　　出　　合　　計

款 本年度予算額

 千円

前年度予算額

 千円
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事項別明細書

2,118 △630

11,830 △2,061

2,957 △515

33,296 △1,586

11 14

100 0

1 0

20,800 △20,800

71,113 △25,578

前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

△1,482 7,746 20,698 1,489

△24,097 2,761 6,623 0

1 1,704 4,414 0

0 100

△25,578 12,211 0 31,735 1,589

本　　年　　度　　予　　算　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

 千円

比　　　　較

 千円

特　　　　　定　　　　　財　　　　　源
一　般　財　源

 千円  千円  千円
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２　　歳    入

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円

　１款　事業収入

　１項　事業収入

1 1,487 2,117 △630旅客運賃

2 1 1 0貨物運賃

計

　２款　国庫支出金

1,488 2,118 △630

　１項　国庫補助金

1 9,769 11,830 △2,061航路事業国庫補助金

　３款　県支出金

9,769 11,830 △2,061

　１項　県補助金

計

1 2,442 2,957 △515航路事業県補助金

　４款　繰入金

2,442 2,957 △515

　１項　他会計繰入金

計

1 31,710 33,296 △1,586一般会計繰入金

31,710 33,296 △1,586計

　５款　財産収入

　１項　財産運用収入

1 25 11 14利子及び配当金

　６款　繰越金

25 11 14

　１項　繰越金

計

1 100 100 0繰越金
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 千円  千円

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

一般旅客 324
貸切 1,057

旅客運賃 1,4871

団体割引 1
回数券 6
乗合 99

貨物運賃 11 貨物運賃 1

9,7691 赤字航路事業補助金 9,769航路事業補助
金

2,4421 赤字航路事業補助金 2,442航路事業補助
金

一般会計繰入金 31,710一般会計繰入 31,7101
金

251 基金利子 25利子及び配当
金

前年度繰越金 1001 前年度繰越金 100
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　７款　諸収入

100 100 0

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円

　１項　雑入

計

1 1 1 0雑入

　　款　市債

1 1 0

　　項　市債

計

 0 20,800 △20,800旅客定期航路事業債

0 20,800 △20,800計
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節
説　　　　　　　　　　　　　　明

区　　分 金　　額

 千円  千円

雑入 11 雑入 1

（廃目）
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目 本年度予算額

20,698

３　　歳    出

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　１款　総務費

　１項　総務管理費

前年度予算額

地方債

比　　　較

 千円 千円  千円 千円  千円  千円 千円
△1,48231,4151 一般管理費 29,933 1,4897,746

31,41529,933計 △1,482 1,4897,746 20,6980

　１項　施設費

　２款　施設費

△24,09733,4811 施設管理費 9,384 2,761 6,623
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1 6,696報酬 委員報酬 194

節

 千円

区　　分

822

千円

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

月額会計年度任用職員報酬 5,680
日額会計年度任用職員報酬

2 8,089給料 一般職給 8,089

3 10,185職員手当等 扶養手当 648
通勤手当 364

期末勤勉手当 3,423
時間外勤務手当 1,500

840
職員退職手当組合負担金 1,420
児童手当

月額会計年度任用職員期末勤勉手当 1,990

月額会計年度任用職員社会保険料 768
4 4,047共済費 職員共済組合負担金 3,157

122月額会計年度任用職員雇用保険料

普通旅費 250
8 691旅費 費用弁償 441

10 23需用費 印刷製本費 23

手数料 7311 73役務費

18 103負担金、補助 日本旅客船協会負担金 28
九州旅客船協会負担金 27及び交付金

28
福岡地区補助航路部会負担金 20
福岡地区旅客船協会負担金

24 26積立金 財政調整基金積立金 26

8 40旅費 普通旅費 40

燃料費 5,190
10 8,410需用費 消耗品費 249

47
修繕料 2,924
光熱水費

手数料 30
11 569役務費 通信運搬費 127

6
旅客傷害保険料 105
汲取料

-13-



目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　較

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　　定　　　　財　　　　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

 千円

33,4819,384

　１項　公債費

　３款　公債費

315,9701 元金 6,001 1,671 4,330

△301472 利子 117 33 84

6,117

　４款　予備費

01001 予備費 100 100

100100計 0 1000 00

　１項　予備費

6,118計 1 01,704 4,4140

計 △24,097 02,761 6,6230

 千円  千円  千円  千円  千円  千円
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船舶保険料 301

待合室用地借上料 4

節

説　　　　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

千円

借料
13 89使用料及び賃 船内備品借上料 85

備品購入費 船舶用備品購入費 275

電波利用料負担金 1
及び交付金

22 6,001償還金、利子 償還金元金 6,001
及び割引料

及び割引料
22 117償還金、利子 償還金利子 117

 千円

18 1負担金、補助

17 275
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１　一 般 職

（１）総　括

報　    酬 給　　　料 職 員 手 当

人 千円 千円 千円

(3) (6,502) (1,990)

2 8,089 8,195

(2) (4,956) (1,770)

2 8,729 9,394

(1) (1,546) (220)

△ 640 △ 1,199

区　　　　　分 扶　養　手　当 住　居　手　当 管 理 職 手 当
千円 千円 千円

648

996

△ 348

区　　　　分 期末勤勉手当 単身赴任手当 地　域　手　当
千円 千円 千円

(1,990)
3,423

(1,770)
3,807

(220)
△ 384

比　　　　　較

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　　　較

職員手当の内訳

職員手当の内訳

本　　年　　度

前　　年　　度

給　　　　　与　　　　　費

給 与 費

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　　　較

区　　　分 職　員　数
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計

千円 千円 千円

(8,492) (1,363) (9,855)

16,284 2,684 18,968

(6,726) (1,341) (8,067)

18,123 3,415 21,538

(1,766) (22) (1,788)

△ 1,839 △ 731 △ 2,570

時間外勤務手当 特殊勤務手当 管理職特勤手当 通　勤　手　当 児 童 手 当
千円 千円 千円 千円 千円

1,500 364 840

1,500 241 1,200

123 △ 360

特地勤務手当 教員特別手当 退　職　手　当
千円 千円 千円

1,420

1,650

△ 230

(　)書きは、会計年度任用職員の外書き

備　　　　　　　　考

(　)書きは、会計年度任用職員の外書き

共 済 費 合　　　計

明 細 書
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（２）給料及び職員手当の状況

 ア 職員１人当たり給与

 イ 初　任　給

 ウ 級別職員数

 エ 期末手当・勤勉手当

1 100.0

1 100.0

2 100.0

1 50.0

1 50.0

1 100.0

100.01

326,550

388,329

44.0

336,200

436,133

42.0

区　　　　　　　　分
円 円 円

行　政　職 医療職(１)

８年４月１日現在

７年４月１日現在

医療職(２) 教　育　職

平均給与月額(円)

平 均 年 齢 (歳) 48.0

行　政　職

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平 均 年 齢 (歳)

平均給料月額(円)

区　　　　　　　　　　分

医療職(１) 医療職(２) 教　育　職

職員数

海　事　職 任期付職

円

任期付職海　事　職教　育　職医療職(２)医療職(１)

海　事　職 任期付職
円円

221,200

構成比(%)職員数構成比(%)職員数

特２級

特２級

構成比(%)職員数構成比(%)職員数構成比(%)

８年４月１日現在

７年４月１日現在

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

５　級

計

１２月（月分）

390,400

442,600

１　級

２　級

高　　 　校　　 　卒

計

級

６　級

７　級

３　級

４　級

区　　　分
構成比(%)職員数

行　政　職

区　　　　　分

国 の 制 度 (大学卒)

大　　　 学 　　　卒

本　　　 年　　　 度

2.300

2.325

4.65

4.60

4.65

前　　 　年　　 　度

国　　の　　制　　度

2.325

2.300

2.325

備　　　考
支　給　率　計

（月　分）

有

有

職務上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置

有2.325

支　給　期　別　支　給　率

６月（月分）
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 オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

退 職 時

勤続20年 勤続35年 最高
特別昇給

24.59 47.71 47.71 制度なし

24.59 47.71 47.71 制度なし

 カ 特殊勤務手当

全職種 行政職 医療(1) 医療(2) 教育職 海事職 任期職

キ 地域手当 ク その他の手当

区　分

扶養手当

住居手当

通勤手当

対　　馬　　市 33.27 定年前早期退職特例措置（2％～20％）

区　　分 支　　　給　　　率
そ の 他 の 加 算 措 置 等

一 般 行 政 職 勤続25年

国　の　制　度 33.27 定年前早期退職特例措置（2％～20％）

区　　　　　　　　分

給料総額に対する比率

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（令和８年４月１日）

代表的な特殊勤務手当の名称

支　　給　　率 国の制度との異同 差異の内容

異なる 交通用具者の手当算出方法

支給対象職員数 同　じ -

国の指定基準に
基づく支給率（％） 同　じ -
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　海事職給料表　級別標準職務表

職務の級 標　準　的　な　職　務　の　内　容

１　級 　船舶の乗組員の職務

２　級
１　船舶の船長又は機関長の職務
２　相当の技能又は経験を有する船舶の乗組員の職務

３　級 　高度の技術又は経験を有する船舶の船長又は機関長の職務

４　級 　困難な業務を処理する船舶の船長の職務

５　級 　特に困難な業務を処理する船舶の船長の職務
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（単位：千円）

翌年度当初から履行を要
する業務に関する契約

翌年度当
初予算に
計上する
予算の範

令和７
年度ま
で

令和８
年度

限度額に
同じ

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支

出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

一般財源
そ の 他

事 項
国 県
支 出 金

地 方 債

前年度までの
支 出 見 込 額

当該年度以降
の支出見込額

期間

特 定 財 源
限 度 額

金額 期間 金額

左 の 財 源 内 訳
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令 和 6 年 度 末 令 和 7 年 度 末 令 和 8 年 度 末

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起債見込額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

千円 千円 千円 千円 千円

1.普 通 債 30,155 24,186 0 6,001 18,185

30,155 24,186 0 6,001 18,185

計 30,155 24,186 0 6,001 18,185

 

地方債の前々年度末における現在高、並びに前年度末

及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区 分
令 和 8 年 度 中 増 減 見 込 額

(1)交通事業債
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